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１　職員の任用及び職員数に関する状況

（１）　職員の任用に関する状況

ア　採用の状況（平成30年度）

イ　退職の状況（平成30年度）

技能労務職

（２）　部門別職員数の状況及び主な増減理由（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

石垣市人事行政の運営等の公表

区分 行政職 計

採用者数 20 26

土木・建築
技術職

区分
定年
退職

勧奨
退職

普通
退職

そ　　　の　　　他
計分限

免職
懲戒
免職

失職
死亡
退職

一般行政職 16 3 6 0 0 0 0 25

教育職 2 1 0 0 0 0

企業職 1 1 0 0 0

0 0 0 1

0 3

0 0

20 5 6 0 0

2

1 0 0 0

0 0 31

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数
対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成29年 平成30年

計

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 6 6 0

税　務 27 27 0

総務・企画 92 87 △ 5 事務の統廃合縮小、海外派遣の終了

農林水産 40 41 1 欠員補充

商　工 14 15 1 業務量増

土　木 35 31 △ 4 一部業務の民間委託

民　生 92 102 10 局新設に伴う増

衛　生 30 31 1

計 336 340 4

教育部門 92 84 △ 8 一部業務の民間委託

消防部門 61 61 0

小　計 489 485 △ 4

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水　道 21 23 2 業務量増

下水道 10 11 1 公営企業会計対応業務に伴う増

その他 39 38 △ 1 非常勤職員の活用

小　計 70 72 2

合　　計 559 557 △ 2
人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　11.28 人

[　601　］ ［ 601 ］ [　 0 　］

1

保育教諭職

2

消防職

3

保健師職

0

1



職員構成比

20歳未満20歳～…24歳～…28歳～…32歳～…36歳～…40歳～…44歳～…48歳～…52歳～…56歳～…60歳以上
## ## ## ## ## ## ## ## ## ## ## ##

（３）　年齢別職員構成の状況（平成30年4月1日）

（４）定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成29年4月～平成34年4月における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

※4月末職員数

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年4月1日現在）

（５）　職員採用試験の実施状況

平成30年度において、次のように職員採用候補者選定試験を実施しました。

ア　採用試験の日程
第１次試験　　 第２次試験

第１次試験合格発表 第２次試験合格発表

イ　採用試験の実施状況

0 -

29年 30年 31年 32年 33年

職員数 559

- -

-

計画始期 1年目

建築技術職 1

行政職（臨床心理士） 0 - - -

区　分
20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人

1 10 31 67 72 56 66
人 人 人 人

0 557

平成29年4月 平成34年4月 純減数 純減率

75 77 64 38

職員数 職員数

564 557 △ 7 △ 1.25

34年 29年～34年 （参考）

2年目 3年目 4年目 5年目 計 数値目標

557 － － － － － 557

増減 △ 2 － － － － － △ 2

9月20日 10月25日

10月9日 12月18日

職種 申込者数
一次試験

受験者数（A）
二次試験
受験者数

最終合格者数
（B）

倍率
（A/B）

上級行政職 100 93 48 15 6.2

中級行政職 40 38 14 3 12.7

初級行政職 37 33 9 3 11.0

行政職（身障者） 4 4 - - -

土木技術職 6 5 3 1 5.0

保育教諭職 6 5 4 2 2.5

消防職 22 20 9 4 5.0

保健師職 2 1 1 1 1.0

0.18% 1.80%

5.57%

12.03%

12.93%
13.46% 13.82%

11.49%

6.82%

10.05%

11.85%

0.00%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%
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２　職員の給与の状況
（１）　人件費の状況（普通会計決算）

（２）　職員給与の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には時間外勤務、休日勤務、夜間勤務、退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成30年４月１日現在の人数である。

（3）ラスパイレス指数の状況　（各年4月1日現在）

Ｈ25 Ｈ30

石垣市 95.0 96.1

類似団体 96.5 97.7

全国平均値 98.5 99.1

（注）1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

（４）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成30年4月1日現在）
①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

　　　　　（30年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 29年度の人件費率

区　　分 住民基本台帳人口

30年度
人　　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　％

48,152 26,503,423 566,102 4,261,098 16.1 15.8

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

30年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

485 1,758,533 184,676 702,327 2,645,536 5,455

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

石垣市 42.0 300,199 330,761

沖縄県 41.0 308,980 368,918

国 43.5 329,845 -

区　　分

公　務　員 民間（沖縄県）

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 対応する民間

の類似職種
平均年齢 平均給与

（Ａ）

石垣市 53.8 12 330,300 353,100 調理士

-

45.4 199,300

沖縄県 54.4 232 347,706 392,717

国 50.7 2,553 286,817

Ｈ25

95.0 

Ｈ25

96.5

Ｈ25

98.5 

Ｈ30

96.6 

Ｈ30

97.7

Ｈ30

99.1 

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

石垣市 類似団体 全国平均値
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（５）　職員の初任給の状況　（平成30年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

（６）職員の経験年数別・学歴平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　「―」は該当者なし

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成30年４月１日現在）

（注）１　石垣市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（８）職員の手当の状況　（平成30年4月1日現在）

期末・勤勉手当

（29年度支給割合） （29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

区　　　　　分 石垣市 沖縄県 国

一般行政職 大　学　卒 179,200 179,200 179,200

高　校　卒 147,100 147,100 147,100

技能労務職 高　校　卒 144,500 144,500 ―

中　学　卒 136,500 136,500 ―

教　育　職 大　学　卒 200,600 200,600 ―

（保育教諭職） 短　大　卒 176,400 ― ―

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職 大　学　卒 260,300 311,200 360,900

高　校　卒 234,200 256,900 325,900

技能労務職 高　校　卒 ― ― 283,100

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　　級 主事補・主事・技師補・技師
　　　　　　人 　　　　　　％

36 10.3

２　　級 主事・技師
　　　　　　人 　　　　　　％

78 22.3

３　　級 主任・係長
　　　　　　人 　　　　　　％

80 22.9

４　　級 係長
　　　　　　人 　　　　　　％

59 16.9

５　　級 課長補佐
　　　　　　人 　　　　　　％

46 13.1

６　　級 課長
　　　　　　人 　　　　　　％

39 11.1

７　　級 部長
　　　　　　人 　　　　　　％

12 3.4

石　　　　　垣　　　　　市 沖　　　　　縄　　　　　県 国

2.60 1.80 2.60 1.80 2.60 1.80
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退職手当

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前特別措置　2％～45％ その他の加算措置 定年前特別措置　２％～４５％定年前特別措置　2％～45％

（退職時特別昇給　なし）　　　　　　　　　 （退職時特別昇給　なし）　　　　　　　　　

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額である。

特殊勤務手当

千円

円

　％

時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

石　　　　　　　　　　　垣　　　　　　　　　　　市 国

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.70900 39.7575 47.70900

47.7090 47.70900 47.7090 47.70900

17,576

支給実績（平成29年度決算） 14,434

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 29,577

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） 24.7

手当の種類（手当数） 12種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

税務手当 税務職員 市税の賦課調査業務 月額　　3,000円

徴税手当 税務職員 市税の徴収、滞納整理 月額　　4,000円

消防手当 消防職員 消防活動業務 月額　　4,000円

救急業務手当 消防職員 救急活動業務 1回　　200円

保育手当 保育所職員
保育所長業務 日額　　250円

保育業務 日額　　150円

日額　　100円

福祉事務従事手当 福祉関係職員 福祉事務関係業務 月額　　5,000円

暴風雨時勤務手当 暴風雨時対応職員 暴風雨時の対応業務 勤務時間1時間につき1,200円

1回　　1,500円

支給実績（平成29年度決算） 57,650

現金取扱手当 出納関係職員 現金取扱業務 月額　　1,500円

狂犬病予防等手当 生活環境職員
狂犬病予防及び
野犬の捕獲業務

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 116

支給実績（平成28年度決算） 57,234

職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 115

在外公館の名称及び位置並びに在
外公館に勤務する外務公務員の給
与に関する法律に規定する職員が
受けることとなる在勤基本手当の
100分の80を乗じて得た額、住居手
当の額、配偶者手当額から扶養手
当額を減じた額及び子女教育手当
額の合計額

精神障がい者及び行旅病
人行旅死亡人手当

福祉関係職員 福祉事務関係業務

緊急消防援助隊手当 消防職員 援助隊業務（災害発生時） １日　　3,000円

外国勤務手当 外国駐在職員 当該外国での事務処理業務
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その他手当

配偶者 6,500円

子等 10,000円

父母等 6,500円

借り受け　最高27,000円

（９）　特別職の報酬等の状況（平成30年４月１日）

円

円

円

円

円

（１０）　公営企業職員（水道事業）の状況

① 職員給与の状況（公営企業決算）

職員給与費 　（参考）

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成29年3月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成30年4月1日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

同 ―

区分 手当額（月額）
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

内　　　容

単価のみ異なる

区分 給料月額等

主
要
三
手
当

扶養手当

扶養親族（配偶者、22歳
に達した日以後の最初の3
月31日までの間にある
子、60歳以上の父母等）
のいる職員に支給されま
す。

同 ―

住居手当
住居を借り受け、又は所
有している職員に支給さ
れます。

通勤手当
通勤距離が２㎞以上で、
自動車等を利用している
職員に支給

通勤距離に応じて
2,300円～26,200円

異

市長 850,000
6月期 1.575月分 12月期 1.775月分

計3.35月分（加算措置有）

期末手当の支給割合

副市長 682,000

議長 456,000

議員 386,000

区　　分 総費用

副議長 413,000

純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率 平成28年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

29年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,489,306 360,227 114,183 7.7 7.6

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 　　B/A

29年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

22 82,566 23,622 7,995 114,183 5,190

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

石 垣 市 42.9 302,435 445,670

6月期　1.60月分　12月期1.75月分
計3.35月分（加算措置有）
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ア　期末手当・勤勉手当（平成30年4月1日現在）

千円　 千円　

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成30年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前特別措置　2％～45％ その他の加算措置 定年前特別措置　２％～４５％定年前特別措置　2％～45％

（退職時特別昇給　なし）　　　　　　　　　 （退職時特別昇給　なし）　　　　　　　　　

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当（平成30年4月1日現在）

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

水道企業会計 一般行政職等

１人当たり平均支給額（平成29年度） １人当たり平均支給額（平成29年度）

1,369 1,428

2.60 2.60 1.801.80

1.45 1.45 0.85

水道企業会計 一般行政職等

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

0.85

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.70900 39.7575 47.70900

47.7090 47.70900 47.7090 47.70900

17,176 17,576

支給実績（平成29年度決算） 326

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 17,158

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） 82.6

手当の種類（手当数） ３種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

閉栓手当 水道事業職員 閉栓作業業務 日額　135円

現金取扱手当 水道事業職員 現金取扱業務 月額　1,500円

暴風雨時勤務手当 水道事業職員 暴風雨時の対応業務 勤務時間1時間につき1,200円

支給実績（平成29年度決算） 1,768

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 93

支給実績（平成28年度決算） 2,366

職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 148

7
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３ 職員の勤務時間・その他勤務条件の状況 

 

（１） 一般職員の勤務時間の状況（平成 30 年 4 月 1日現在） 

1 週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 週休日 

38 時間 45 分 8:30 17:15 12:00～13:00 土曜日・日曜日 

 

（２） 年次休暇の状況（平成 30 年 1月 1日から平成 30 年 12 月 31 日） 

総付与日数 総使用日数 対象職員数 一人当たり平均使用日数 使用率 

17,640 日 6,115 日 463 人 13.2 日 34.6％ 

 

（３）育児休業の取得状況（平成 30 年度） 

育児休業の取得人数 
男性 女性 

部分休業の取得人数 
男性 女性 

1 人 20 人 0 人 0 人 

 

（４）介護休暇の取得状況（平成 30 年度） 

介護休暇の取得人数 
男性 女性 

0 人 1 人 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

（１） 分限処分者数（平成 30 年度） 

区  分 降任 免職 休職 

処分者数 0 0 10 

※ 分限処分は、職員の勤務実績がよくない場合や心身の故障や職に必要な適格性を欠くなど一定の事由があ

る場合に、職員の意に反し身分上の不利益な処分で、「降任」、「免職」、「休職」があります。 

 

（２） 懲戒処分者数（平成 30 年度） 

区  分 戒告 減給 停職 免職 

処分者数 0 0 1 0 

※ 懲戒処分は、法令に違反した場合等、職員の職務上の義務違反に対して、任命権者が、公務員の秩序を維

持するために行う制裁的処分で、免職、停職、減給、戒告があります。 

 

５ 職員の服務の状況 

 

（１） 職務専念義務免除の概要 

   職員は、法律や条例に特別の定めがある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責

遂行のために用い、市民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務の遂行にあたっては全
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力をあげてこれに専念しなければなりません。 

   職務専念義務の免除は、服務上、公務優先の基本原則に照らし合わせて、合理的な理由があると認めら

れた場合のみ、限定的、例外的特例として認められます。 

◇ 行政措置要求事案の審査への出頭 

◇ 研修会 

◇ 人間ドック・健康診査 

◇ 大学の通信教育の面接授業 等 

 

（２） 営利企業等の従事許可の状況（平成 30 年度） 

区    分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事許可申請 9 件 9 件 

※ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３８条の規定に基づく営利企業等の従事許可 

 

６ 職員の研修及び勤務成績評定の状況 

 

（１） 職員研修の状況（平成 30 年度） 

研     修     名 人 数 期 間 

一般

研修 
新規採用職員研修 24 人 5 日 

派遣 

研修 

一般職員第 1 部研修 1 人 2 日 

 監督者第 1 部研修 2 人 2 日 

ロジカルコミュニケーション研修 1 人 1 日 

業務改善（タイムマネジメント）研修 1 人 1 日 

OJT 研修 2 人 2 日 

一般職員第 2 部研修 1 人 2 日 

地方公会計整備実務研修 3 人 1 日 

管理者研修 1 人 1 日 

政策法務研修 2 人 2 日 

成果の出る会議の進め方講座 1 人 1 日 

わかりやすい資料づくり講座（基礎編・応用編） 2 人 2 日 

「説明・交渉力」研修～人と組織を動かすコミュニケーショ

ン～ 
1 人 2 日 

リーダーシップ研修 1 人 1 日 

固定資産税課税事務（土地） 1 人 11 日 

固定資産税課税事務（家屋） 1 人 11 日 

市町村税徴収事務 1 人 11 日 

シニアマネージャー研修～多様な主体との連携～ 1 人 3 日 
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滞納整理の実践と徴収マネジメント 1 人 5 日 

地方自治体のための秘書実務講座 1 人 2 日 

新任担当者のための秘書実務 1 人 2 日 

問題ある職員への法的対応策と分限処分・懲戒処分のポイン

ト 
2 人 3 日 

特 別

研修 

新任課長研修会 10 人 1 日 

庁議メンバー研修会 18 人 1 日 

接遇・コミュニケーション研修 24 人 1 日 

職員フォローアップ研修 24 人 1 日 

ハードクレーム対応研修 30 人 1 日 

 中堅職員研修 24 人 1 日 

行政法講座 23 人 2 日 

納税研修 22 人 1 日 

マネジメント研修 41 人 1 日 

法制執務研修 38 人 2 日 

法制執務研修（初級編） 21 人 1 日 

産業医ミニ講話～アンガーマネジメント～（安全衛生委員） 14 人 1 日 

産業医ミニ講話～アンガーマネジメント～（幹部） 15 人 1 日 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１） 健康管理事業（平成 30 年度） 

区   分 内  容 対象者 受診者 

職員健康診断 

一般健診 人間ドック以外の職員 137 人 

胃検診 希望する職員  0 人 

大腸ガン検診 希望する職員  9 人 

Ｂ型肝炎検査 希望する職員  2 人 

Ｃ型肝炎検査 希望する職員  2 人 

人間ドック 希望する職員 363 人 

脳ドック 希望する職員  20 人 

がんドック 希望する職員  10 人 

 

（２） 健康相談の状況（平成 30 年度） 

区    分 内      容 

産業医による健康相談 149 人（個別相談） 
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（３） 地方公務員災害補償状況（平成 30 年度） 

区     分 公務災害 通勤災害 

前年度末現在未処理件数 0 0 

受理件数 0 0 

認定件数 1 0 

取り下げ件数 0 0 

治癒件数 0 0 

年度内未処理件数 0 0 

 


